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技術動向

インターネットの世界で
質的な変化が起きている

Web 2.0はここ数年、インターネ

ットで起きている現象をITメディア

企業O'Reilly Media社CEO（最高

経営責任者）のT・オライリー氏が

表現した言葉である。特定の製品や

技術ではなく、従来と質的に異なる

現象の総称として使われる。Web

2.0と呼ばれる現象では、情報の提

供・共有方法、ビジネスの成功法則

が変化する傾向が強い。

情報の提供・共有方法が変化した

例には「ブログ」や「マッシュアッ

プ」「SNS（ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス）」などがある。

ブログは個人やグループが、日々

の出来事や自分の意見を日記風に公

開するWebサイトで、2002年の登場

以来、世界中で急速に広がった。

ITmediaは、日本でも2005年から

2006年にかけて利用者が2倍以上に

増え、2000万人を超えたという。

ブログではトラックバックという

機能で、別のブログの著者が自分の

ブログ記事へリンクを張ったことを

知らせることができる。これにより、

ブログは独立して情報を発信しつつ、

それに対する応答を他のブログから

受け取るという連携を実現した。

マッシュアップは、ネット上で公

開したWebサイトの機能を複数まと

めて連携させ、新しい機能を持つ

Webサイトを作るという現象だ。標

準プロトコル「SOAP」や標準記述

言語「WSDL」といった技術により

非常に実現しやすくなった。

SNSは会員制のWebサイトであ

る。会員の招待によって新規会員を

増やす、自分のプロフィールを会員

に公開するなどで会員間の連携を強

く促す仕組みになっている。

ビジネスの成功法則が変化した例

としてはGoogleを思い浮かべる人が

多いだろう。同社は電子メールの

「Gmail」やスケジュール管理の

「Google Calendar」をはじめとする

多数のアプリケーションをインター

ネット経由の無料サービスとして利

用可能にした。同社は検索エンジン

の広告ビジネスによって、これらを

実現している。

Googleは「ソフトウエアは有償で

自分のハードウエアに導入して利用

するもの」という常識を過去のもの

にしようとしている。同社をソフト

ウエアの最大手Microsoftが最大の

ライバルと見なし、自ら「Office

Live」などの対抗ビジネスを始めた

のはよく知られている。

Key to Success 2006 Winter

Web 2.0時代の企業情報システム
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インターネットにおいて「Web 2.0」と呼ばれる大きな変化が起きている。かつてインタ

ーネットが企業情報システムに及ぼした影響を考えると、Web 2.0の波も必ず対応が不可

欠になるだろう。当社はその環境変化に対応するソリューションを整えることで、新時代

におけるトップ・ソリューション・ベンダーを目指す。

～内部リソース再利用と外部リソース活用で投資効率を向上～
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企業向けのソフトウエアの世界で

も大きな変化が訪れている。それが

「SaaS（ソフトウエア・アズ・ア・

サービス）」だ。SaaSは、ASP（ア

プリケーション・サービス・プロバ

イダ）が進化した新しいオンデマン

ド・アプリケーションの提供ビジネ

スである。代表的なベンダーは、

CRM（顧客情報管理）ソリューシ

ョンを提供するセールスフォース・

ドットコムとされる。詳しくは後述

するが、SaaSはカスタマイズや他の

アプリケーションとの連携が不十分

といったASPの弱点を克服してお

り、ニーズが急速に拡大している。

Web 2.0時代の企業情報システムは
サービス化と連携を軸に展開

こうしたインターネット上のWeb

2.0現象は早晩、エンタープライズ・

システムに波及してくる。現在、多

くの企業が社内ネットワークにイン

ターネット標準のTCP/IPプロトコ

ルを採用し、Webをベースにした情

報システムを構築しているようにイ

ンターネットの影響力は強い。歴史

的に、インターネットで起きた現象

はエンタープライズ環境へ5年ぐら

い経つと適用されてきた。当社では

これを「熟成5年の経験則」と呼ん

でいる。

もちろん、Web 2.0現象はそっく

りそのまま企業情報システムに入っ

てくるわけではないだろう。

しかし、Web 2.0にはエンタープ

ライズ・システムの再構築に生かせ

る数々の技術や要素がある。

特に重視したいのは、情報やシス

テムの機能を標準技術に基づく「サ

ービス」で実現し、データ連携やプ

ロセス連携によって実際に使うシス

テムを柔軟かつ機敏に構築する仕組

みである。これまでのエンタープラ

イズ・システムは長期的なTCO（総

所有コスト）削減や外部環境変化へ

の対応などの課題に直面している。

その答えがWeb 2.0にある。

当社はWeb 2.0時代における今後

のビジネス・システムのあり方を、

大きく分けて①内部リソース再利用、

②外部リソース活用―の二つの領

域に分けて検討してきた。

それぞれの領域について当社は、

システムの柔軟性を高めるSOA（サ

ービス指向アーキテクチャ）とWeb

2.0の技術を組み合わせて、お客様の

課題に応えるソリューションを用意

しており、実績も出始めている。次

のページから各領域におけるソリュ

ーションを詳しく説明していきたい。

Key to Success 2006 Winter

“熟成5年”の経験則 

インターネット 

エンタープライズ 

1969 ARPANET研究委託開始 

1982 TCP/ IPプロトコル確定 

1983 デスクトップ・ワークステーション登場 

1984 JUNET創設 

1988 NEC PC9801RA発売 

1991 World Wide Web（WWW）誕生 

1993 ブラウザ Mosaic開発 

1995 MS-Windows95発売 

2004 オライリーが“Web2.0”で表現 

2002 ブログの登場 

2001 Webサービスが脚光浴びる 

1998 Google社設立 

1996 Java、インターネット電話、 
NetscapeとMicrosoftの訴訟対決 

現在 

現在 

Web1.0 Web 2.0

？ 

1989 ビジネスでのEmail使用開始 

1994 ショッピング・モール、サイバー銀行のインターネット進出 

1998 ネット・オークション、eコマース・サイトの登場 
2000 ビジネスアプリのWebアプリ化対応 

2004 商用SNSの登場 
2005 ビジネスアプリでのSOA採用検討 

SOA：サービス指向アーキテクチャ 　 
SNS：ソーシャル・ネットワーキング・サービス 

■インターネット技術はエンタープライズ環境へ約5年後には適用 

Web 2.0時代の企業情報システム

サービス・プロバイダ 
NGN

アグリゲーション（集約）・サービス・ 
プロバイダ 

これらを可能にするための
ビジネス・システム再構築
が必要に 

外部リソース活用 

内部リソース再利用 
企業システム 

企業内システム連携 企業間 
システム連携 

企業間 
システム連携 

NGN：Next Generation Network

■Web 2.0時代のビジネス・システム 
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技術動向

内部リソース再利用を
SOA適用で実現する

最初に①内部リソース再利用にお

けるソリューションを説明しよう。

これはSOAの適用で実現する。SOA

では企業内システムのアプリケーシ

ョン機能を「サービス」として実現

するとともに、他のシステムがそれ

と「疎」に連携することで再利用性

の高いシステムを作る。広い意味で

連携先は他企業のシステムによるサ

ービスでもよい。後述のように、当

社はこのSOAに対して、コンサルテ

ィングおよび実装展開が可能な参照

プラットフォーム＆プラクティスを

用意している。

従来のシステムは、複数の機能が

緊密に連携して成り立っている。機

能を追加しようとすると、他の少な

くない部分に影響が及びがちだった。

そのため、従来のシステムは長期間

の利用を前提に構築され、硬直化す

る傾向がある。

しかし、SOAを使えば、内部リ

ソースの再利用が容易になり、シス

テムの柔軟性を高めやすくなる。

SOAにおける「サービス」は独立性

が強いので、機能を追加するときも、

「サービス」を単位に追加開発して

既存のシステムと連携させれば済む

ようになる。欧米では着実にSOAの

適用が進んでいる。Credit Suisse

社は、連携技術こそCORBAだが、

1990年代後半からSOAの考え方に

基づいてシステムの再構築に取り組

み、成功した例とされる。

SOAによるシステムの構築では、

ROI（投資対効果）も高まる。その

結果、保守運用よりも新規開発に資

金を振り向けられ、ビジネスの拡張

速度が向上するという成果も上げら

れる。

多くの日本企業にとって、SOAの

適用は最適なソリューションになる

はずだ。社団法人日本情報システ

ム・ユーザー協会（JUAS）の「企

業IT動向調査2006」によると、2005

年度はIT投資の重点課題のトップに

初めて「業務プロセス・システムの

再編」が登場した。2004年度までト

ップだった「経営トップによる迅速

な業績把握、情報把握」を凌ぐ。

日本企業はSOA適用で出遅れたが
適用へのハードルは下がった

日本企業は、これまで利用部門の

ニーズに対してシステムを個別に作

ってきた。この方法では保守運用の

負担が大きく、昨今の激しい環境変

化には対応できない。アドホックな

投資だけではなく、将来のシステム

改変を見据えたトータルな投資の重

要性が増してきている。

日本企業がSOAの適用で遅れた

理由はいくつかあるだろう。SOAが

求めるビジネスの最適化、IT投資の

最適化はトップダウンで進めるべき

ものだが、日本では現場主導だった。

革新的なイノベーションよりも、改

善が主体となる傾向も強い。

しかし、SOAに対するハードルは

急速に改善しつつある。ユーザー企

業にとっては、財務状況の改善や適

用事例数の増加が追い風である。IT

ベンダー側もミドルウエア製品の用

意、技術蓄積の進展で実績を積んで

きた。当社も国内でいくつかSOA的

なシステムトランスフォーメーショ

ンに取り組んでいる。

SOA適用に向けてはシステム全体

Key to Success 2006 Winter

コンサルティング 
フェーズ名称 

フェーズの目的 

IT戦略立案 システム化企画 基本構想 基本計画 

企業の不安を解消する
ためのITテーマとその
優先度を定める 

ITテーマあるいはIT戦略
に基づいたITプロジェク
トの一覧と着手順を定め、
ロードマップを示す 

プロジェクト単位で経営
によるGO/STOP判断
が可能なレベルのプロ
ジェクト構想を立案する 

プロジェクト構想に基づ
き基本設計を実施する
ための要件定義と実行
計画を立案する 

主な成果物 

経営理念・経営目標の
整理、SWOT、BSCによ
る成長戦略、課題マップ、
ITポートフォリオなど 

業務分析、システム分析、
大スケジュール、課題
一覧、全体IT計画など 

プロジェクト企画書、シ
ステム概念図、ネットワ
ーク構成図など 

情報化要件、システム
要件、スケジュール、体
制図など 

SOA検討 
拡張ポイント 

SOA導入検討 

・導入の妥当性 
・着手領域検討 

SOA展開計画 

・アーキテクチャのロードマップ 
・組織のロードマップ 

「サービス」設計 

主要「サービス」 
（コアプロセス） 

実現する 
「サービス」 

実現する 
「サービス」（詳細化） 

SOA：サービス指向アーキテクチャ       BSC：バランス・スコアカード 
SWOT：強み（Strength）、弱み（Weakness）、機会（Opportunity）、脅威（Threat） 

■SOA適用のためのコンサルティング・サービス 

企業内リソースの再利用
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の構造を把握しておき、長期にわた

って一貫した方針のもとにトランス

フォーメーションを進めていく必要

がある。具体的には、〈1〉的確な計

画立案と〈2〉実装・展開手段が必要

になってくる。

SOA適用の計画立案を支援する
コンサルティング・サービス

〈1〉の計画立案に対して当社はコ

ンサルティング・サービスを用意し

ている。SOAのコンサルティングで

は、優先課題を見極めるなど通常と

共通する部分に加え、いくつか特徴

的な内容がある。

第一は「SOA導入検討」である。

ここでは、IT戦略立案段階において

SOAを導入すべきかどうか、SOA

を導入する場合は具体的にどの領域

を対象にするかを決める。

着手領域の選定は、四つの視点で

総合的に評価して行う。具体的には

「アプリケーションのタイプ」や「現

状システムの老朽度」「優先度・効

果」「制約事項」がある。例えば、

SOAが効果的な業務や戦略的に重

要なものから取り組むが、難易度が

高いものは避けて実績を上げること

を優先するなどで決める。

第二は、SOAに欠かせない「サ

ービス」設計だ。当社が考える「サ

ービス」とはシステムの利用者が理

解可能な粒度である。例えば「仕訳

記帳」や「支払い指示」などが該当

する。分散コンポーネントで実現す

る「テーブル参照」や「データ・チ

ェック」よりは粒度が大きく、業務

で「受注」や「発注」と呼ぶものよ

りは粒度が小さい。

第三は「SOA展開計画」の策定

である。SOAに基づくシステムを実

装・展開して効果を上げるための計

画を作る。SOA展開は比較的小規

模な既存システムのリプレースのタ

イミングに合わせて、小さく始めて

効果を上げ、社内のSOA認識を深

めながら段階的に推進する。

SOA実装展開が可能な
「NSFLEASY」を用意

計画立案が終わったら、〈2〉実装・

展開が必要になる。当社では、SOA

実装・展開がそのまま可能な、参照

プラットフォーム＆プラクティス

「NSFLEASY」を用意している。

NSFLEASYは、「アーキテクチャ定

義ドキュメント」「プラットフォー

ム実装」「プラクティス定義ドキュ

メント」から成る。SOAにおけるサ

ービスの疎な連携では、「メッセー

ジの信頼化」「セキュリティ」「ビジ

ネス・ログ取得」などで独特の仕組

みが必要になる。それらをプラット

フォームへの依存性が少ない技術を

標準で使って体系的に用意した。

SOAにおけるサービス連携の仕組

み「ESB（エンタープライズ・サー

ビス・バス）」は社内においても一

つに統合できるとは限らない。

「NSFLEASY」では、ESBでまと

まったシステムの島が複数あり、そ

れらが連携する場合も想定した。島

をまたぎ情報が伝送されるときも、

メッセージの信頼性を保証し、不具

合発生時のトラッキングを実現する。

NSFLEASYを使えば、段階的な

SOA実現も容易になる。前述した

ようなシステムの島の部分一つひと

つをまずESBの仕組みで連携させて

構築し、後で全体を連携させること

ができる。

疎な連携ではマスタデータの違い

が問題になるが、マスタデータの疎

結合同期をアプリケーション・レイ

ヤーで行うファシリティ・サービス

を用意して対応している。

Key to Success 2006 Winter

アーキテクチャ 
定義 

ポータル 
システム 

認証 
システム 

帳票 
システム 

フロントエンド 
関連システム 

個別開発サービス 

サンプル・プログラム ファシリティ・コンポーネント 

スケルトン・ 
プログラム 

ESB BPM

開発ドキュメント管理 

… 

セキュリティ メッセージ 
信頼化 

ビジネス 
ログ 

ファシリティ・ 
サービス 他 

●開発ツール 
・Eclipse

（1）アーキテクチャ定義ドキュメント 

開発標準書 

運営ルール 

… 

（3）プラクティス定義ドキュメント 

（2）プラットフォーム実装 

Application 
Server

サービス 
レジストリ 

コンポーネント 
管理 

ミドルウェア群 

… マスタデータ 
同期 

足跡管理 
（障害時 
対応機構） 

Oracle Fusion Middleware（SOA Suite）の活用 
・実証済みパラメータ設定　・補完機能をファシリティとして実装 

FLEASY：Federation of Loosely Coupled Entity Group by Application Synchronization 
ESB：エンタープライズ・サービス・バス   BPM：ビジネス・プロセス・マネジメント 

プラットフォーム＆プラクティスの範囲 

■SOA適用のためのプラットフォーム&プラクティス「NSFLEASY」 

Web 2.0時代の企業情報システム
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外部のリソース活用では
ASPを発展させたSaaSを用意

次に②外部のリソース活用におけ

るソリューションについて説明する。

ここでは、サービス・プロバイダお

よびアグリゲーション・サービス・

プロバイダの活用が重要になる。

サービス・プロバイダは、多くの

企業が共通に利用するソフトウエア

機能を「サービス」として提供する

事業者である。一方、アグリゲーシ

ョン・サービス・プロバイダは、複

数のサービス・プロバイダのサービ

スを集約してユーザー企業へ提供す

ることで、事業者を意識せずに複数

のサービスを利用できるようにする

事業者だ。

当社はサービス・プロバイダとし

てASPを発展させたSaaSビジネス

でトップ・ベンダーを目指すととも

に、アグリゲーション・プロバイダ

の事業に進出し、お客様にシステ

ム・インテグレーションとSaaSの融

合ソリューションを提供していく。

SaaSを含めた外部リソースの活用

は、これからの企業システムに不可

欠になっていく。これまで社内にな

かったシステムがオンデマンドで利

用でき、すぐ効果が出る。改善や改

革よりも大きな「変革（トランスフ

ォーメーション）」が得られると言

える。

当社は既にSaaSビジネスに進出

し、さらにSaaSの一貫として業務プ

ロセスまでを請け負うBPO（ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング）

で数々の実績がある。

ASPとSaaSの違いは主に2点ある。

一つはカスタマイズの容易さ、もう

一つは既存アプリケーションとの連

携である。当社はドキュメント管理

ASP「nsxpres.com」を2001年から

開始しているが、2003年には上記2

点の課題をWebサービスにより実現

している。nsxpres.comのお客様は

130社おり、うち100社はサービスを

そのまま使うASP型だが、30社はお

客様の要望に応じてカスタマイズを

行っているSaaS型である。

当社のSaaSビジネスの導入事例と

しては、自動車部品メーカーが海外

子会社に3次元CADデータを配信す

る事例や、大手都市銀行が重要文書

をセキュアに顧客とやり取りするな

どの「Web配信」が多い。中でも配

信ミスの防止や配信効率を高める目

的で、カスタマイズを行いSaaSで提

供している。「セキュア・データ保

管」でのSaaS提供事例としては、簡

易検索画面の開発やプロジェクト管

理システムとの連携などの事例はあ

るものの、「Web配信」と比べると

少ないのが現状である。

当社のSaaSは業務まで
請け負うBPOに進化

加えて当社のSaaSは、前述のよ

うに業務プロセスまでを請け負う

BPOに進化している。

「交換/配信」業務では、セキュ

アにデータを交換する仕組みをASP

として実現しているが、さらにBPO

として、お客様が行っていた印刷や

スキャンなどの業務を代行する。

例えば、証券会社が扱う株式の取

引明細書の送付業務の事例がある。

従来、明細書はお客様が印刷・送付

していたが、郵送代がかかるため、

明細書をPDFファイルとして送付す

ることが進んでいる。当社のASPサ

ービスでもPDFファイルをお客様の

顧客に送るが、インターネットを利

用していない顧客に対してはお客様

がはがきなどに印刷して送付する必

要がある。BPOでは、その部分まで

当社が行い、お客様はネット経由、

郵送を問わず送付業務を丸ごとアウ

トソーシングすることができる。

Key to Success 2006 Winter

外部リソースの活用

システムの種類 社内システム 従来型ＡＳＰ ＳａａＳ 

初期コスト 

運用コスト 

運用管理 

迅速な本番稼働 

スケール変化への対応 

カスタマイズ 

既存アプリ連携 

○ ○ △ 

△ △ ○ 

○ ○ △ 

○ ○ △ 

○ ○ △ 

× ○ ○ 

× ○ ○ 

当社のドキュメント管理ＡＳＰ「nsxpres.com」では、 
Webサービスにより2003年からカスタマイズ、既存アプリ連携を実現 

■従来型ASP、社内システムとＳａａＳの比較 

技術動向
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「保管」についても同様にBPOま

でを実現している。当社が原本を預

かり、必要に応じて（オンデマンド

で）スキャンしてタグを付けて登録

するところから、必要なものを高速

プリンタで出力するといった文書管

理業務全般をBPOとして受託してい

る。

今後は、今までの知見を生かし、

「情報基盤（ドキュメントなど）」がベー

スとなるサービスを拡充していきた

い。加えて他社のサービスと連携す

ることで、付加価値を高めていくアグ

リゲーション・プラットフォームに進出

する。既に、セールスフォース・ドット

コムのAppExchange上にnsx-

pres.comを実装し、ドキュメント管理

が可能なCRMを実現している。加え

て顧客情報分析サービスや日本版

SOX法対応についてもSaaSビジネス

を展開する計画である。

アグリゲーションができるプラッ

トフォームの提供自体もビジネスと

して展開していく構想だ。

Key to Success 2006 Winter

基幹システム 

ユーザー企業 
新日鉄ソリューションズ 

インターネット上の 
ASPサイト インターネットを 

使う顧客 

インターネットを 
使わない顧客 

印刷 印刷 

基幹システム 

ユーザー企業 
新日鉄ソリューションズ 

インターネット上の 
ASPサイト インターネットを 

使う顧客 

インターネットを 
使わない顧客 

■セキュア・データ交換 ■Web帳票配信と印刷・送付 

はがき郵送 はがき郵送 

ユーザー企業 新日鉄ソリューションズ 

インターネット上の 
ASPサイト 

■図面文書保管 ■オンデマンドアーカイブ・ｅ文書法対応 

スキャン 

スキャン 

登録・検索 

新日鉄ソリューションズ 

インターネット上の 
ASPサイト 

検索 

登録 トランク・ルーム兼 
入出力センター 

ユーザー企業に代
わりはがきの印刷、
送付まで行う 

原本を預かり、リク
エストのあったもの
からスキャンして、
登録していく 

交
換
／
配
信 

保
　
管 

■ドキュメント管理におけるＡＳＰからＢＰＯへの進化 

ＢＰＯ ＡＳＰ 

インターネット 

ＥＲＰ ・ ・ 

ＥＣ-ＡＳＰ ＥＤＩ/ＡＳＰ 建設プロジェクト 
ＡＳＰ 

ドキュメント保管・交換 
ASP（nsxpres.com） 

ドキュメントＢＰＯ 
・ｅ文書法・Ｗｅｂ帳票配信 

 

Stellent/SOX 
ソリューションＡＳＰ 

動画像保管・配信 株主ポータル 顧客情報分析 
ＡＳＰ 

ＳＯＡプラットフォーム 

Ｓalceforce.com

他社連携 

ドキュメント・プラットフォーム 

共通認証 
システム 

共通ポータル 
システム 

ＮＳＳＯＬ自社開発サービス 他社サービス 

顧客企業 
 

■アプリケーション・アグリゲーション・プラットフォーム（AGP）の概要 

アプリケーション・アグリケーション・ 
プラットフォーム 

Web 2.0時代の企業情報システム




